



The Consequence of the March llth Disasters Having Given Statistical Compilation,
Measures and the Evaluation on Them
Hiroshi Doihara
Abstract
March llth disasters have given various difficulty and influence on compiling statistics. Much statis-
tical methods and know-how were utilized… However those ideas are not based on generality and stan-
dard skills. In such a case, what we need and take care of should be shown. It will be necessary to
reexamme the state of statistical compilation or a statistics system by making correspondence to these




























































































大 きな被害を受けた地域を調査対象地城か ら除外 したもの 延べ U M査
調査対象 l項目の限定、調査票の発送の延期を行ったもの 延べ 5調査
調査実施時期を延期 したもの 延べ 4調査
集計 …推計方法や公表時期を変吏 したもの 延べ 29調査等11}




























対応 統 計調 査YT 調 査対 象 時,r烹 備 考
公 表中 1L 建 設工事 ,al注動 態 一定以 I二の規 模 の建設 業者 月末 2日分速 報
統 計調 査 (基幹 ) (1万 2000業 者) X
公表 延期 牛 乳 乳 製 品 統 計
(基 幹 )
404工場 (23年 当初) 日末 2日分、 X
4県 除 き公 サ - ビス産業 動 向 3万 9000事業 所 'JK 3月分速報
衣 調 査 (一般 ) ○
3駄 除 き公 労 働 力 調 査 (鶴 4万 世帯 と牡帯 員 月末 3月分以 降
衣 幹 ) X
1I'.ltf:き∴ 建 設工事 受注 動 態 l定 以上 の規 模の建 設業 者 月七 4月分速報 .確 報
衣 統計 調査 (基 幹 ) (1万 2000業者 ) L1
調査 日調 査 毎 月勤労 統計 調 布 部 業 所 規 供 5人以 上 29人 り間 3、4、5月は調 査 fi調 査 を
を除 く (全 国) (基幹 ) 以 Fの 33万 5000事 業所 中止、○
.郎調査 中 消 費動 向調 査 ( I 6720世帯 HiM 4県 7調査 区で 調査 中止
止 (補 完無 ) 股) 15h X
一郎M収 不 家計 調査 (基 幹) 8749地帯 1ケ 月 3月は 300世 帯 、6月 は 48
lりlifclW V 間 壮帯が不 可能 、 X
niJ胡 甘 法人 企業統 計 調査 資 本 金 1000万 円 以 EJ-の 法 3ケ 月 3県 の 一 郎 地 域 に 約 1000
期 (補完 ) (四 半期別 )(基 幹) 人約 3万 274杜 間 の調査延 期法 人 あ り、 ○
吋能 な限 り 生産 動態統 計 調 杏 ご万事 t'*i" ′」末 3}jは被 災地 の 1割 の 部 業


















































































15) 'B川15 Hが調査EEであるが、 3月11 1川、前に回収された調査,票は1613 IIM'i'r、 12 B以降に州丈された








































































































2D IJンク係数の使用、 ARIMAによる推計など- 「東E]本大Sc災に係わる、l'-・戊23年3日分第三次産業活動















































































































































3M 宮 城 u Zf手県 如 山 県
23年 5 月 6 6ー 9.1) 7.0 12.1 6.5 (18.2) (0
6 月 5.6 (23.9) 5.9 (49.1) 4.2 (18.8) (0
7′1 5.2 (33.6 5.7 75.0 (12ー5) - (0)
8W 4.9 60▼6) 5.6 79 6ー) 3.6 60ー0) 5.3 (39.6)
9月 4.9 80.0) 5.5 77.8 4.1 76.3 4.7 85ー4)
10月 5.3 82.7) 7 5ー 78.2 3…9 75.0) 4ー5 93.8
1ーり 4.4 (84.8) 6 5ー (81.8) 2.9 (82…9) 3.8 (89…6)
22年 平均 5.4 5.8 5.1 5.1
(仇即1.かソコ内はM瀬できたl凋付xI域数の割合である。
2. 3 W胴は、 Ill乍!k業者数の純成割合を労働力人目の相即河合により割ってち?:rlJ.した_
第4表　2011年各月の景気ウオッチャー調査回答率の動向(東北地方の母数は210名で変化なし)
1W 2JJ 3月 4 J」 5J 6月 7 月 8 J 9 月 10月 llJj 12
東 北 ¥y.¥二 93.8 91ー4 94▼8 93.3 94.0 92.4 いiVlI 91.4 95ー7 95.2 94ー3
全 国 89.9 88…7 90ー1 89.0 91.3 91.0 90.7 92…0 91.5 *M. 91.6 89.2











日本銀行「全国企業如m経済相測調査」 (6 JJ調企)の業況矧噺について、 「統l汁1二の技術的な要
因として前[011調査に比べ被災地にある企業のlL・憐率がE二昇したことも悪化4)1.1を大きくさせたll川巨性
がある」30トという指摘がある。
内閣府「i&Aiウオッチャー調脊」においては、 3日朋発け旬)では刺ヒ地方のLn偶率は低l・JL
30'「ll鎚短閉(2011*f-6日調射私IiA果」 (三菱UFJ'Jサ-チコンサルティング2011年7JJ3H　による。
3)
kF済`蝣'--J.It"Ift-IPI36ftll二一T:
たが、 4月調沓以降従来の水準に由っている　こうした被災地の|nj答率の向上の過程ではその影響
に留意しなければならない。
財務省「法人企業統計調査(P【‖'1期別調査)」では、調査延期法人について、全剛i毎などで補完
が行われている=　しかしこの統計を活用して推計される四半期別国内総生産の民間設備投資の推計
については、補完の数偶を使用せず、大畠艶以降調奄延期法人の設備投資はなされなかったという
ような考え方を採用している。投資の項目については補完が過大推計をもたらせていると見られる
からであろう。
6.まとめ
以上から今回の東日本天窓災により、それまで実施されていた統計策定に大きな支障が生じたo
そのため被艶県または被兇地域をどう扱うかに関しては様々な対応がなされたo公表の取り止め、
延期から、調査できなかったところを除いたもの、何らかの補完をしたもの、あるいは電話等で聞
き取るなどしたものなどである　%際に大きな被害を生じて調査が実施できないまたは延期された
場合、補完せずに集計された場合、あるいは通常の補完がなされた場合では全国佃が実勢よりも楽
観的になってしまう可能性が大きいであろうっ
また、今rnJの'jR災はサプライチェーン(供給体制)の分断により全国や海外の経済に大きな影響
を与え、また偶人消雪や支出や雇用など各方面にも大きな影響を-'j-えたO既存の月次統計などをi榊J
して、そうした統計調査の中に必要な調査項目を盛り込み、現状把握に努めるといった統計の機動
的な活用がなされることがあってもよかったのではないかと考えられる。
最近の日本経済は基本的に積憤な動向を続けており、災害や海外発の経済的なショックなどは統
計数イ酎こ対して目立った影響を与える。そうした場合の統計策定のあり方、統計の役割について、
少なくとも今回の東EI本大震災の場合をケーススタディとして十分に分析…検討し、見直しや修正
を加えていく必要があろうO
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